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（空家法施行状況の調査結果の公表） 

 平成 30年 12 月 25 日、国土交通省と総務省は、空家等対策の推進に関する特別措置法（空家法）の施

行状況等に関する地方公共団体アンケート調査の結果を公表した。同調査は年に 2 回実施されており、

今回は平成 30年 10 月 1日時点の状況を示すものである。 

 国においては様々な空き家対策を講じている。それに対して市区町村の取組はどのような状況になっ

ているか、今般の調査結果の一部を紹介するとともに、とりわけ対応が難しい所有者不明の空き家対策

の状況について見てみる。 

 

（計画策定、協議会設置、特定空家に対する措置） 

 空家法に基づく空家等対策計画は、法施行後約 3年半で全市区町村の約半数（49%）が策定し、平成 30

年度末には 6 割を超える市区町村が策定する見込みとなっている（表 1 参照）。法定協議会については、

4割弱（38%）が設置済みとなっている（表 2参照）。 

 空家法第 14条に基づく特定空家等に対する措置実績を見ると、平成 30 年 10 月 1 日までに市区町村長

が助言・指導を行った 13,084 件のうち、勧告を行ったものは 708 件、命令を行ったものは 88 件、代執

行を行ったものは 29 件である（表 3参照）。また、略式代執行を行ったものは 89件である。 

 

    表１ 空家等対策計画の策定状況       表２ 法定協議会の設置状況 

 

 （注）表１～３、５、６：平成 30 年 10 月 1 日時点の国土交通省・総務省調査。 

    調査対象は 1,788 団体（47都道府県、1,741 市区町村）、回収数は 1,788 団体（回収率 100％） 
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表３ 特定空家等に対する措置の実績 

 

 

（空き家条例における所有者不明の土地・建物に関連する記述） 

 ここからは、所有者不明の空き家対策について見てみる。空き家関連の条例を策定している市区町村

は 500 団体以上ある（過去の国土交通省・総務省調査では、空き家適正管理条例又はそれに類する条例

を施行中の市区町村は、平成 29 年 3 月 31 日時点で 525 団体）。国土交通政策研究所の調査（平成 29 年

10 月実施、全国 1,741 市区町村中 1,172 団体が回答）によれば、空き家対策条例を策定している 439 団

体のうち、「所有者等の所在の把握が難しい土地・建物に関連する記述（条文）がある」団体は1割弱（8.2%）

にとどまり、その記述内容は表４のとおり（重複を含む）である。 

 

表４ 空き家条例における所有者等の所在の把握が難しい土地・建物の記述内容 

・緊急安全代行措置：13件 

・略式代執行など所有者不明の場合の措置：13件 

・所有者調査実施時の関係者への協力依頼や情報照会：8件 

・固定資産税課税情報の利用：5件 

・相続財産管理人及び不在者財産管理人の選任申し立て：5件 

（出典）土屋依子・伊藤夏樹・上田章紘「宅地等における所有者等の所在の把握が難しい土地・建物に

関する調査研究（中間報告）」、国土交通政策研究所報第 68号 2018 年春季 

       

 以上に示す措置から所有者探索のための措置や緊急的な措置を除くと、略式代執行(特定空家等に認定

し、解体等)と財産管理制度の活用(財産管理人を選任し、売却等)が残る。この両者が、現行制度におい

ては所有者不明地空き家において最終的にとり得る措置といえよう。 

 

（略式代執行と財産管理制度の活用状況） 

 市区町村における略式代執行の実績を見ると、平成 27 年度が 8 件、平成 28 年度が 27 件、平成 29 年

度が 40 件、平成 30 年度前半が 14 件（参考：平成 29 年度前半は 12 件）であり、合計で見ても 89 件と

100 件に達していない。地域的には、各地方ブロック、大都市圏・地方圏の区別なく全国各地で実績が示

されているが、都道府県別に見て兵庫県が 3年半計で 16 件と、唯一、二桁の件数となっている（表５参

照）。  
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表５ 略式代執行の実績がある市区町村と略式代執行件数 

 

 

 市区町村における空き家等に係る財産管理制度の活用状況を見ると、平成 27年度が 14件、平成 28年

度が 41 件、平成 29年度が 56件、平成 30 年度前半が 52 件であり、合計で見ても活用市町村数が 106 団

体、活用件数が 163 件にとどまっている(表６)。 

 

表６ 市区町村における空き家等に係る財産管理制度の活用状況
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 以上、空家法施行から約 3年半経過した時点の市区町村の空き家対策の状況を見ると、空家等対策計

画の策定団体がようやく全国市区町村の約半数となり、法定協議会の設置も徐々に進むものの、特定空

家等に対する措置については、まだ件数が限られている中、とりわけ対応が難しい所有者不明の空き家

の対策である略式代執行や財産管理制度の活用についても、実績が限られている状況にある。 

 

(山本 健一) 


